
平成 25年度実績に関する事務事業評価表

　

① 回
② 件
③
① 件
②
③

円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
人

時間

円

円

効  率  性

Ｂ

Ｂ

Ａ

　

３ 適正でない

３ 低い・未実施
３ あり
３ 低い

２ 目標どおり

２ 普通

２ 検討の余地あり

２ 検討の余地あり

２ 改善の余地あり

１ なし

１ 妥当である
１ 妥当である
１ 高い

事業の進め方・内容について改善の
余地あり

２次評価

２ 改善の余地あり ３ 適正でない

不要

0
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2,958,752

予算現額 決算額
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1
438,752

1

32,752
300,000 -93.0% 0

17

26年度
当初予算額

0

計画
15
33

決算増減率

-78.0%

25年度

30,576

18

36

指　標　名

163.6%

163.6%
66.7%

21-３　養育支援体制の充実

協議会、実務者会議、ケース検討会議開催数

要保護・要支援検討件数 26 22

計画

22

計画

６
評
価

Ｂ

評価の視点
自治体関与の妥当性

Ｈ25評価

１次評価
（課長総括）

対象の妥当性

負担割合の適正化

コスト効率
実施主体の適正化

目標達成度
類似事業の有無

目的の妥当性

評
価
結
果

(

課
題
及
び
今

後
の
方
針

)

子ども相談事業と重なるので、平成26年度以降は子ども相談事業
に集約していきたい。

Ｈ24評価

有  効  性

妥　当　性

334,000

1
30,576

477,000 438,752
299,735 143,000

477,000

477,000

139,017

11

③工事請負費

予算現額
143,000

24年度
決算額

単位

10

５
取
組
内
容

③地方債
④その他（使用料、雑入等）
⑤一般財源
収入合計

②年間所要時間

４
コ
ス
ト
情
報

総　費　用（Ａ＋Ｂ）

支
出
内
訳

円）（Ｂ）4,200③人件費（②×＠

①事務事業に携わる正規職員数

⑤その他
支出合計（Ａ）

人
件
費

②委託料
①需用費

④負担金補助及び交付金

財
源
内
訳

②県支出金
①国庫支出金

民生費

児童福祉費

児童福祉総務費

30,576

協働になじまない

達成率

-93.0%
0 -100.0%

-6.6%

-100.0%

26年度

市民協働の状況

実績
12

１
基
本
項
目

事 務 事 業 名

予 算 事 業 名

終了年度事  業  期　間

目  標  名

８　総合的な子育て支援対策の推進

事  業  区　分

総
合
計
画 基本事業名

２
事
業
概
要

事 業 概 要
要保護児童対策地域協議会は、要保護児童の早期発見及び適切な保護を図るため、関係機関で情報共有と連携を行う
ために設置する協議会である。協議会のもと、代表者会議やケース会議を行う。各会議の運営、調整ほか要保護児童
対策。

対　   　象

意       図
（成果指標）

要保護児童対策地域協議会、実務者会議、ケース会議の実施
児童虐待防止対策事業の実施（主任児童委員・関係職員研修の実施、市広報虐待防止月間記事の掲載等）

１８歳未満の子どもとその世帯、保護者。

手       段
（活動指標）

３
指
標

25年度

18

単位 24年度

18
実績

12

成
果
指
標

活
動
指
標

11

養育支援が整い、安心して子育てができ、子どもが健やかに成長しています。

係　   　名

予
算
科
目

子育て支援係

区　　分

要保護・要支援件数

要保護児童対策事業

要保護児童対策事業

自治事務

基本目標３　健やかで笑顔あふれるまち

平成26年度

担
当
部
署 電 話 番 号

款

項政  策  名

施  策  名 21　子どもたちの健やかな成長支援

会　   　計

目

0765-23-1006

課       名

一般会計

ソフト事業

157,000

平成19年度開始年度

0.0%

2,520,000

評価項目

2,520,000

こども課

30,576
0

300,000
300,000

内　　容

406,000

00.0%

0.0%2,520,000

0

１ 妥当である

１ 高い

2,997,000

２ 普通

３ 妥当でない

評
価
結
果

２ 検討の余地あり
２ 検討の余地あり

-13.8%

上位施策への貢献度
３ 低い１ 高い

１ 適正である
１ 適正である

0

３ 妥当でない

2,550,576

３ 妥当でない

　平成25年度に取り組んだ事務事業の内容及び改善内容

2,820,000

要保護児童対策地域協議会における代表者会議１回（1/28）、実務者会議３回（5/28、9/30、2/4）、ケース検討会議８回の実施、
各関係機関との連絡調整
要保護、要支援児童とその家庭の相談、支援、指導業務
虐待通報への対応
児童虐待防止対策事業の実施（主任児童委員・関係職員研修の実施、市広報虐待防止月間記事の掲載等）

児童虐待DV対策等総合支援事業実施を予定していたが、補助基準額を満たせず補助事業でなく市単独事業として啓発記事の広報掲載
実施



平成 25年度実績に関する事務事業評価表

　

① 件
②
③
① ％
②
③

円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
人

時間

円

円

ソフト事業

１
基
本
項
目

事 務 事 業 名 乳児家庭全戸訪問事業 担
当
部
署

課       名

事  業  期　間 開始年度 終了年度

健康センター

予 算 事 業 名 乳児家庭全戸訪問事業 係　   　名 母子保健係

事  業  区　分 法定受託事務 電 話 番 号 0765-24-3999

８　総合的な子育て支援対策の推進 項 保健衛生費

施  策  名 21　子どもたちの健やかな成長支援 目 母子保健事業費

当面継続 予
算
科
目

会　   　計 一般会計

目  標  名 基本目標３　健やかで笑顔あふれるまち 款 衛生費

政  策  名

３
指
標

指　標　名 単位 24年度 25年度 26年度

基本事業名 21-３　養育支援体制の充実 市民協働の状況 協働になじまない

２
事
業
概
要

事 業 概 要
２～３か月児をもつ家庭に対し、保健師や母子保健推進員（市長から委嘱）が家庭訪問を行い、保健サービス・予防
接種・子育て支援サービスの紹介を行うとともに育児不安などの把握に努める。母子保健推進員は、保護者と市（保
健師）とのパイプ役として育児支援を行う。

対　   　象 ２～３か月児をもつ全家庭

総
合
計
画

計画 実績 計画 実績 達成率 計画

手       段
（活動指標）

２～３か月児をもつ全家庭に対し、保健師や母子保健推進員が家庭訪問を行う。

意       図
（成果指標）

初妊婦や乳児を持つ育児中の母親が、各種保健サービスや子育て支援サービスについて知り、必要なときに利用することができることで、育児不安の軽減や解消ができる。

活
動
指
標

乳児家庭訪問数 269 256 250 290 116.0% 290

98.0乳児家庭訪問率 95.0 94.1 98.0 97.3 99.3%

支
出
内
訳

①需用費 79,000 69,796 79,000 69,407 -0.6%

４
コ
ス
ト
情
報

区　　分 単位
24年度 25年度 26年度

予算現額 決算額 予算現額

成
果
指
標

79,000
②委託料 240,000 191,550 224,000 195,200 1.9% 208,000

決算額 決算増減率 当初予算額

④負担金補助及び交付金 8,000 7,200 8,000 7,200 0.0% 8,000
③工事請負費

310,000
支出合計（Ａ） 627,000 547,226 620,000 549,675 0.4% 605,000
⑤その他 300,000 278,680 309,000 277,868 -0.3%

財
源
内
訳

①国庫支出金 313,000 273,000 310,000 274,000

③地方債

0.4% 201,000
②県支出金 201,000

④その他（使用料、雑入等）
203,000

収入合計 627,000 547,226 620,000 549,675 0.4% 605,000
⑤一般財源 314,000 274,226 310,000 275,675 0.5%

-28.6% 6

②年間所要時間 1,100 1,100 800 420 -61.8% 1,000

①事務事業に携わる正規職員数 7 7 5 5

-55.2% 4,805,000

５
取
組
内
容

　平成25年度に取り組んだ事務事業の内容及び改善内容

２～３か月児をもつ保護者に対し、保健師や母子保健推進員が全家庭訪問を行い保健サービス・子育て支援サービスの紹介や育児不
安などの把握に努めた。
長期の里帰り等で訪問ができなかった家庭には、電話や子育て支援センターの親子の集い等で状況を確認した。

4,620,000 3,360,000 1,764,000 -61.8% 4,200,000

総　費　用（Ａ＋Ｂ） 5,247,000 5,167,226 3,980,000 2,313,675

人
件
費 ③人件費（②×＠ 4,200 円）（Ｂ） 4,620,000

６
評
価

評価の視点 Ｈ24評価 Ｈ25評価 評価項目 内　　容

目的の妥当性 １ 妥当である ２ 検討の余地あり ３ 妥当でない
対象の妥当性 １ 妥当である ２ 検討の余地あり ３ 妥当でない

有  効  性 Ａ
目標達成度 １ 高い ２ 目標どおり

妥　当　性 Ａ
自治体関与の妥当性 １ 妥当である ２ 検討の余地あり ３ 妥当でない

効  率  性 Ａ
コスト効率 １ 高い ２ 普通

３ 低い・未実施
類似事業の有無 １ なし ２ 検討の余地あり ３ あり
上位施策への貢献度 １ 高い ２ 普通 ３ 低い

３ 低い
実施主体の適正化 １ 適正である ２ 改善の余地あり ３ 適正でない
負担割合の適正化 １ 適正である ２ 改善の余地あり ３ 適正でない

評
価
結
果

(

課
題
及
び
今

後
の
方
針

)

育児不安の早期発見や母子保健子育て支援サービスの情報提供を
早期に行うことにより、必要な親子に必要な育児支援を行うこと
に結びつく。また、虐待予防の視点から見てもこの事業を継続し
て実施していく事が重要である。

評
価
結
果

１次評価
（課長総括） Ａ 計画どおり事業を実施することが適

当
２次評価 不要 　



平成 25年度実績に関する事務事業評価表

　

① 件
②
③
① 件
②
③

円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
人

時間

円

円

ソフト事業

１
基
本
項
目

事 務 事 業 名 養育支援家庭訪問事業 担
当
部
署

課       名

事  業  期　間 開始年度 平成21年度 終了年度

健康センター

予 算 事 業 名 養育支援家庭訪問事業 係　   　名 母子保健係

事  業  区　分 法定受託事務 電 話 番 号 0765-24-3999

８　総合的な子育て支援対策の推進 項 保健衛生費

施  策  名 21　子どもたちの健やかな成長支援 目 母子保健事業費

当面継続 予
算
科
目

会　   　計 一般会計

目  標  名 基本目標３　健やかで笑顔あふれるまち 款 衛生費

政  策  名

３
指
標

指　標　名 単位 24年度 25年度 26年度

基本事業名 21-３　養育支援体制の充実 市民協働の状況 協働になじまない

２
事
業
概
要

事 業 概 要
養育支援が必要な家庭に出向き、保健師、助産師、看護師、保育士、児童相談員等が、育児相談･支援、養育者に対
する身体的かつ精神的不調状態に対する相談・支援、栄養指導及び児童の自立に向けた養育相談･支援を行う。又
は、ホームヘルパーなどが簡単な家事等の援助を行う。

対　   　象 母親の疾病や育児不安、子の健康問題等の理由により、養育支援が必要な家庭

総
合
計
画

計画 実績 計画 実績 達成率 計画

手       段
（活動指標）

養育支援の必要な家庭を訪問し、その家庭に必要な専門的相談支援や家事援助支援を行う。

意       図
（成果指標）

安定した養育が家庭で行われており、虐待などが防止されている。

活
動
指
標

専門職による家庭訪問数（延） 25 57 30 40 133.3% 30

5訪問終結家庭数 5 17 5 7 140.0%

支
出
内
訳

①需用費 40,000 37,044 40,000 39,217 5.9%

４
コ
ス
ト
情
報

区　　分 単位
24年度 25年度 26年度

予算現額 決算額 予算現額

成
果
指
標

40,000
②委託料 240,000 0 160,000 100,000

決算額 決算増減率 当初予算額

④負担金補助及び交付金
③工事請負費

328,000
支出合計（Ａ） 1,018,000 84,944 938,000 183,907 116.5% 468,000
⑤その他 738,000 47,900 738,000 144,690 202.1%

財
源
内
訳

①国庫支出金 509,000 42,000 469,000 91,000

③地方債

116.7% 156,000
②県支出金 156,000

④その他（使用料、雑入等）
156,000

収入合計 1,018,000 84,944 938,000 183,907 116.5% 468,000
⑤一般財源 509,000 42,944 469,000 92,907 116.3%

-16.7% 6

②年間所要時間 480 480 440 440 -8.3% 480

①事務事業に携わる正規職員数 6 6 4 5

-3.3% 2,484,000

５
取
組
内
容

　平成25年度に取り組んだ事務事業の内容及び改善内容

養育支援が必要な家庭に保健師、助産師が出向き、育児相談･支援、養育者に対する身体的かつ精神的不調状態に対する相談・支
援、栄養指導及び児童の自立に向けた養育相談･支援を行う。25年度は、ヘルパーが必要な対象者はいなかった。

2,016,000 1,848,000 1,848,000 -8.3% 2,016,000

総　費　用（Ａ＋Ｂ） 3,034,000 2,100,944 2,786,000 2,031,907

人
件
費 ③人件費（②×＠ 4,200 円）（Ｂ） 2,016,000

６
評
価

評価の視点 Ｈ24評価 Ｈ25評価 評価項目 内　　容

目的の妥当性 １ 妥当である ２ 検討の余地あり ３ 妥当でない
対象の妥当性 １ 妥当である ２ 検討の余地あり ３ 妥当でない

有  効  性 Ａ
目標達成度 １ 高い ２ 目標どおり

妥　当　性 Ａ
自治体関与の妥当性 １ 妥当である ２ 検討の余地あり ３ 妥当でない

効  率  性 Ｂ
コスト効率 １ 高い ２ 普通

３ 低い・未実施
類似事業の有無 １ なし ２ 検討の余地あり ３ あり
上位施策への貢献度 １ 高い ２ 普通 ３ 低い

３ 低い
実施主体の適正化 １ 適正である ２ 改善の余地あり ３ 適正でない
負担割合の適正化 １ 適正である ２ 改善の余地あり ３ 適正でない

評
価
結
果

(

課
題
及
び
今

後
の
方
針

)

妊娠中から養育支援が必要になると思われるケースが増えてきて
いる。虐待予防の視点から、こども課と連携を図りながらこの事
業は継続していく。

評
価
結
果

１次評価
（課長総括） Ａ 計画どおり事業を実施することが適

当
２次評価 不要 　


